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表紙

株 主 各 位

上記の事項につきましては、法令並びに当社定款第16条第２項の規定に基づき、書面交付請求をいただいた
株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記
事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第50回定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

1. 事業報告の「企業集団の現況に関する事項」のうち「主要な事業内容」、
「主要な事業所」

2. 事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」

3. 事業報告の「会計監査人の状況」

4. 事業報告の「会社の体制及び方針」のうち「取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するため
の体制」、「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、「株式
会社の支配に関する基本方針」

5. 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

6. 連結計算書類の「連結注記表」

7. 計算書類の「株主資本等変動計算書」

8. 計算書類の「個別注記表」

第50期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

株式会社　新 日 本 科 学
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企業集団の現況に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項(2023年３月31日)

本店（2023年4月より鹿児島本社） 鹿児島県鹿児島市
安全性研究所 鹿児島県鹿児島市
薬物代謝分析センター 和歌山県海南市
東京本社 東京都中央区
大阪支社 大阪市中央区
メディポリス指宿 鹿児島県指宿市

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

○ＣＲＯ（医薬品開発受託）事業
〇非臨床事業

製薬企業等の委託者により創製された被験物質について、実験動物や細胞・細菌を用いてその
有効性と安全性を確認する事業

○臨床事業
治験薬のヒトでの有効性と安全性を確認する事業

○トランスレーショナル リサーチ事業
経鼻投与製剤等の開発及び大学、バイオベンチャー、研究機関などにおける基礎研究から派生し
てくる有望なシーズ技術や新規物質を発掘して、医薬品などの評価・承認に必要な非臨床試験や
臨床試験を行いながら、基礎理論を臨床の場で実証することにより、付加価値を高めて事業化す
る事業

○メディポリス事業（社会的利益創出事業）
メディポリス指宿（鹿児島県指宿市）において実施している環境やヘルスケアに配慮する社会的
事業

○その他事業
不動産事業等

(2) 主要な事業所（2023年３月31日現在）
①　当社の事業所
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企業集団の現況に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項(2023年３月31日)

SNBL U.S.A., Ltd. 米国ワシントン州
SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES 
(CAMBODIA) LIMITED

カンボジア王国プノンペン都

㈱イナリサーチ 長野県伊那市
㈱CLINICAL STUDY SUPPORT 愛知県名古屋市
㈱Gemseki 東京都中央区
㈱SNLD 東京都中央区
㈱メディポリスエナジー 鹿児島県指宿市
AMAFURU&Co.㈱ 鹿児島県鹿児島市

②　主要な子会社の事業所

２．会社の新株予約権等に関する事項（2023年３月31日現在）
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 2 －



2023/05/29 15:47:32 / 22946653_株式会社新日本科学_招集通知

会計監査人の状況

①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45,600千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45,600千円

３．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づく監査に対する報酬
の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には金融商品取
引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切である
かどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解
任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 会計監査人が現に業務の停止の処分を受け、その停止の期間を経過しない者であるときの、当該処
分に係る事項
　該当事項はありません。

(6) 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合における当該処分に係る事項の
うち、当社が事業報告の内容とすることが適切であるものと判断した事項
　該当事項はありません。

(7) 責任限定契約の内容の概要
　当社は会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約は締結しておりません。

(8) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有
する者も含む）が当社の子会社（重要なものに限る）の計算関係書類（これに相当するものを含む）
の監査をしている事実
　当社の重要な子会社のうち、株式会社イナリサーチについては、当社の会計監査人以外の監査法人
の監査を受けております。

(9) 当事業年度中に辞任した又は解任された会計監査人の氏名等
　該当事項はありません。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

４．会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保
するための体制
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ. 当社は、「新日本科学コンプライアンス行動指針」に基づき、取締役及び使用人が法令、定

款、社会規範等を遵守する体制の推進を図る。
ｂ. 当社が制定した「新日本科学コンプライアンス行動指針」を国内外の子会社全てに準用し、グ
ループ全体のコンプライアンス体制の強化を図る。

ｃ. 当社は、他の事業執行部門から独立した代表取締役社長直轄の組織として内部監査部門を設置
する。

ｄ. 法令上疑義のある行為について、取締役及び使用人が直接情報提供を行う手段として、内部通
報制度を整備する。

ｅ. 反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。その不当要求に対しては社内規程に則り組織全体で
毅然とした対応をとる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他業務の執行状況に関する文書は、社内規程（文書
管理規程、稟議規程等）に従い、適切に保存及び管理を行う。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. リスク（コンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び輸出入等）については、そ
れぞれ各担当部門ごとに規則・ガイドラインの整備、研修の実施、マニュアルの作成・配布等
を行う。

ｂ. リスクが顕在化し、重大な危機又は損害の発生が予測される場合は、取締役は速やかに取締役
会に報告する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 業務分掌規程及び職務権限規程に基づき社内ルールを設け、各担当部門、取締役及び使用人の
責任の明確化をする。

ｂ. 業務の執行にあたっては、稟議規程に従い必要な権限者の承認を得て実行する体制を整備す
る。

⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
ａ. 子会社のコンプライアンス体制及びリスク管理体制については、必要に応じて、親会社の各担
当部門が指導・監督し、また、関係会社管理規程に基づき、当社と子会社との取引を適正に行
う体制を整備する。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

ｂ. 子会社の運営方針の決定や重要な研究開発、設備投資、投融資等の意思決定にあたっては、経
営戦略会議において、事業戦略上の目的とリスクの状況を踏まえ充分な検討を行うものとす
る。

ｃ. 監査役及び内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査及び調査を実施する。
ｄ. 子会社における当社の経営理念、行動規範の周知徹底に努め、子会社の法令順守、企業倫理の
徹底を図る。

ｅ. 子会社におけるコンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び輸出入等のリスクを
管理し、そのリスクに対し的確に対応できる体制を整える。

ｆ. 子会社の取締役の職務執行について、必要に応じて当社への報告を求めるものとする。
ｇ. 子会社の業務の執行にあたっては、関連規程に従い必要な権限者の承認を得て実行する体制を
整備する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、取締役会と協議の上、設置するものと
する。
⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の実効性の確保に関する
事項
ａ. 取締役は、前号の使用人の独立性に配慮し、当該使用人の任命、解雇、配転、人事異動その他
雇用条件に関する事項については、監査役会の同意を得た上、取締役会で決定する。

ｂ. 監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、取締役、内部監
査部門等の指揮命令を受けないものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
ａ. 取締役は、法令等の違反行為、当社及び当社子会社の取締役及び使用人（これらの者から報告
を受けた者を含む。以下、本号において同じ。）が当社に著しい損害をおよぼすおそれのある
事実について、監査役へ報告する体制を整備する。報告の時期・方法については、監査役会と
協議により決定する。

ｂ. 当社は、当社の監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の取締役及び使用人に対し、そのこ
とを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社の取締役
及び使用人に周知徹底する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対する個別のヒアリングなどを実施することがで
きるとともに、社外取締役、内部監査部門及び会計監査人と会合を持ち、意見を交換する。

ｂ. 監査役に、監査業務の必要に応じて弁護士、会計士等の専門家の助言を受ける機会を保障す
る。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、株式会社の支配に関する基本方針

ｃ. 取締役は、監査役の適切な職務遂行のため、監査役と子会社の取締役・監査役との情報交換が
適切に行われるよう協力する。

ｄ. 監査役が職務を執行する上で必要な費用に関しては、速やかに当該費用の処理を行うものと
する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保
するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。
①　重要な会議の開催状況
　　当事業年度において、取締役会を22回開催し、各議案についての十分な審議や取締役の業務執
行状況についての報告が行われ、活発な意見交換がなされております。その他、経営戦略会議(原
則半期に１回)、経営進捗会議(原則毎月１回)、経営理念会議(原則毎月１回)をそれぞれ開催し、業
務執行の適正性・効率性を確保しております。
②　コンプライアンス・リスク管理に関する取組
　　コンプライアンス意識の徹底を図るため、定期的に教育を実施しております。入社時に教育を実
施するほか、全社を対象に情報セキュリティ、コンプライアンスにかかる教育を実施しておりま
す。また、内部監査部門においては、法令、定款、社内規程等の遵守状況を監査項目に加え、会社
の業務が適切に行われていることを確認しております。リスク管理の観点からは、コンプライアン
ス違反行為等を把握するため内部通報制度を設けているほか、コンプライアンス違反行為等が発生
した場合には防止対策の策定、全社に向けた注意喚起を実施しております。
③　監査役の監査体制
　　当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査計画に基づいた監査
を実施しております。また、当事業年度において22回開催された取締役会への出席のほか、経営
戦略会議、経営進捗会議、経営理念会議への常勤監査役の出席を通じて、取締役による業務の執行
を監査しております。監査役会は、監査の実効性を高めるため、原則毎月１回代表取締役及び内部
監査部門と情報交換を行っております。また、内部監査の実施方法や内容について常勤監査役と内
部監査部門が意見交換を行っております。
④　財務報告に係る信頼性の確保に対する取組
　　当社グループは、財務報告の信頼性を確保し、適切な財務報告を開示するため財務報告に係る内
部統制基本規程を定め内部統制の構築、見直し及び改善等を行うとともに、その有効性を自ら評価
し、会社の健全化、効率化に努めております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、
特に定めておりません。
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連結株主資本等変動計算書

　　　　　　　　　　　　（2022年４月１日から2023年３月31日まで）　　　　　　（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 9,679,070 2,306,771 10,196,329 △247 22,181,923
当 期 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 6,060,057 6,060,057

剰 余 金 の 配 当 △2,497,919 △2,497,919

自 己 株 式 の 取 得 △172 △172

連 結 範 囲 の 変 更 7,717 7,717
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） －

当 期 変 動 額 合 計 － － 3,569,855 △172 3,569,682

当 期 末 残 高 9,679,070 2,306,771 13,766,184 △420 25,751,605

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 170,768 △2,791,597 △２,620,829 162,011 19,723,105
当 期 変 動 額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 6,060,057

剰 余 金 の 配 当 △2,497,919
自 己 株 式 の 取 得 △172
連 結 範 囲 の 変 更 7,717
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,425,940 655,115 3,081,055 △14,822 3,066,233

当 期 変 動 額 合 計 2,425,940 655,115 3,081,055 △14,822 6,635,915

当 期 末 残 高 2,596,709 △2,136,482 460,226 147,188 26,359,021

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　 結　 注　 記　 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　23社
連結子会社の名称

㈱新日本科学グループ
AMAFURU&Co.㈱
㈱CLINICAL STUDY SUPPORT
ＳＮＢＬアセットマネジメント㈱
㈱メディポリスエナジー
ふれあい・ささえあい㈱
㈱メディポリス
㈱Gemseki
Gemseki投資事業有限責任組合
トランクソリューション㈱
㈱SNLD
Green Hydrogen㈱
㈲白尾建設
㈲谷山無線サービス
㈱イナリサーチ
メディポリスＮＨＰ㈱
SNBL U.S.A., Ltd.
University Medicines International, LLC.
Ruika Therapeutics, Inc.
新日本科学（亜州）有限公司
SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED
ANGKOR PRIMATES CENTER INC.
FREESIA HD,INC.

　すべての子会社を連結しております。
　㈱イナリサーチにつきましては、当連結会計年度においてその株式のすべてを取得したため、新た
に連結子会社に含めております。

－ 8 －
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　また、㈱医光へルステクノロジーズは支配力が低下したため、AXIS㈱は清算のため、TIAN HU 
(CAMBODIA) ANIMAL BREEDING RESEARCH CENTER Ltd.は当グループ内のSHIN NIPPON 
BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITEDに吸収合併されたため、連結の範囲から除
外しております。
　なお、Bhutan Fortune㈱はメディポリスＮＨＰ㈱に商号を変更しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数　４社
持分法適用の関連会社の名称

㈱新日本科学PPD
JRMPC㈱
㈱NANA
肇慶創薬生物科技有限公司
　㈱新日本科学PPD及び肇慶創薬生物科技有限公司の決算日は12月31日であり、連結計算書類作
成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日の３月31日
までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち㈱Gemseki、Gemseki投資事業有限責任組合、SNBL U.S.A., Ltd.、University 
Medicines International, LLC.、Ruika Therapeutics, Inc.、新日本科学（亜州）有限公司、SHIN 
NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED 、ANGKOR PRIMATES 
CENTER INC.及びFREESIA HD,INC.の決算日は12月31日、トランクソリューション㈱の決算日は
２月28日です。また、㈲白尾建設及び㈲谷山無線サービスの決算日は５月31日です。
　連結計算書類作成に当たっては、㈱Gemseki、㈲白尾建設、㈲谷山無線サービス及びSNBL 
U.S.A., Ltd.以外の連結子会社については上記各決算日現在の計算書類を使用しております。㈲白尾
建設及び㈲谷山無線サービスについては２月28日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ております。ただし、上記各決算日及び仮決算日翌日から連結決算日３月31日までの期間に発生し
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。㈱Gemseki及びSNBL U.S.A., Ltd.
については、より適切な経営情報の把握及び連結計算書類の開示を行うため、連結決算日現在で実施
した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用
しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、㈱メディポリスエナジーは定額法によっております。

無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は社内における利用可能期間(３年～５年)に基づく定額法を採用して
おります。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

棚卸資産

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

－ 10 －
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(4) 連結計算書類作成の基礎
となった連結会社の計算
書類の作成に当たって採
用した重要な外貨建の資
産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会
社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してお
ります。

(5) のれんの償却方法及び償
却期間

20年間による定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
① CRO事業
受託研究
　主として細胞・実験動物等を用いて医薬品等の化学物質の有効性と安全性を確認する非臨床試験
を受託する非臨床事業を行っており、国内外の製薬企業等を顧客としております。
　主に受託研究試験の役務提供を履行義務として識別しており、原則として、最終報告書が完成し
た時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内
に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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② メディポリス事業
売電事業
　再生可能エネルギーを活用した発電事業を行っており、国内の企業を顧客としております。
　発電した電力を顧客に供給することを履行義務として識別しており、電力を供給した時点で履行
義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
宿泊サービス
　人々の健康の実現（Well-being）をメインコンセプトとしたホテル宿泊施設の運営を行ってお
り、国内外からの利用者を顧客としております。
　日々の顧客へのサービス提供を履行義務として識別しており、サービス提供した時点で履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、
将来にわたって適用することといたしました。これにより、投資信託財産が金融商品である投資信託につ
いては、市場における取引価格が存在せず、かつ、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対
価を求められるほどの重要な制限がないため、基準価額を時価としております。
　これによる連結計算書類に与える影響はありません。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 23,441,343千円

256,892千円

建物及び構築物 2,252,697千円
土地 987,316千円

長期借入金 1,545,835千円

商品及び製品 1,366,625千円
仕掛品 5,127,706千円
原材料及び貯蔵品 835,076千円

（連結貸借対照表に関する注記）

２．有形固定資産及び無形固定資産の補助金・奨励金等による圧縮記帳累計額

３．担保に供している資産

担保に係る債務の金額

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

４．棚卸資産の内訳

５．財務制限条項
　該当事項はありません。
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場所 用途 種類

鹿児島県鹿児島市 研究開発用資産 器具及び備品、ソフトウェア

鹿児島県大島郡和泊町 研究開発用資産 建物、機械装置

鹿児島県指宿市 宿泊用資産 建物及び建物附属設備、構築物、機械装置、器具及
び備品、リース資産、ソフトウェア

（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしまし
た。

　当社グループは、原則として事業の区分を基に、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の
単位にて資産のグルーピングを行っており、売却予定資産等については個別に資産のグルーピングを行
っております。
　研究開発用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資
産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（2,972千円）として特別損
失に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物392千円、機械装置229千円、器具及び備品
1,731千円、ソフトウェア620千円であります。
　宿泊用資産につきましては、収益性の低下により投資額の回収見込みがなくなったため、当該資産グ
ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（41,386千円）として特別損失
に計上いたしました。その内訳は、建物及び構築物40,431千円、機械装置66千円、器具及び備品564
千円、リース資産305千円、ソフトウェア18千円であります。
　なお、研究開発用資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ
ローに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価額は零として評価しております。宿泊用資産グ
ループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額により評価しておりま
す。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 41,632,400 － － 41,632,400

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 390 79 － 469

決 議 日 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年５月27日
定時取締役会 普通株式 利益剰余金 1,665,280千円 40.0円 2022年３月31日 2022年６月29日

2022年10月31日
定時取締役会 普通株式 利益剰余金 832,639千円 20.0円 2022年9月30日 2022年11月30日

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年５月26日
定時取締役会 普通株式 利益剰余金 1,248,957千円 30.0円 2023年３月31日 2023年６月28日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

３．配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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連結貸借対照表計上額
（千円）(*) 時価（千円）(*) 差額（千円）

(1）投資有価証券(*1) 6,993,149 6,993,149 －

資産計 6,993,149 6,993,149 －

(1) 長期借入金(*2) (14,303,636) (14,212,476) 91,159

(2) リース債務 (528,292) (553,943) (25,650)

負債計 (14,831,928) (14,766,418) 65,510

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式・関係会社株式 4,987,274

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金及び長
期的な設備投資資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、借入金の金利及び為替の
変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、把握された時価が取締役会に報告されております。
　長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒さ
れておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理して
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
当連結会計年度（2023年３月31日）

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(注）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」及び「短期借入金」につ
いては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。
(*1) 市場価格のない株式等は「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借
対照表計上額は以下のとおりであります。

(*2)1年以内返済長期借入金を含んでおります。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
　株式 6,886,616 － － 6,886,616
　その他 － 106,532 － 106,532
資産計 6,886,616 106,532 － 6,993,149

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － (14,212,476) － (14,212,476)
リース債務 － (553,943) － (553,943)
負債計 － (14,766,418) － (14,766,418)

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）

(2） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当連結会計年度（202３年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。また、投資信託は基準価額を用いて評価しておりますが、市
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）
3,821,439 10,145,873

場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル2の時
価に分類しております。

長期借入金及びリース債務
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

(賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、鹿児島県及び米国において、賃貸用の不動産を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

(注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額又
は、適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額をもって時価としております。

－ 18 －



2023/05/29 15:47:32 / 22946653_株式会社新日本科学_招集通知

連結注記表

報告セグメント
その他

（注）
合計

ＣＲＯ事業
トランスレー

ショナル
リサーチ
事業

メディポリス
事業 計

受託研究 22,821,653 － － 22,821,653 － 22,821,653

売電 － － 386,055 386,055 － 386,055

宿泊サービス － － 214,778 214,778 － 214,778

その他 533,907 16,480 － 550,387 504,182 1,054,569

顧客との契約か

ら生じる収益
23,355,560 16,480 600,834 23,972,874 504,182 24,477,056

その他の収益 568,807 － － 568,807 45,039 613,846

外部顧客への

売上高
23,924,368 16,480 600,834 24,541,682 549,221 25,090,903

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

　当連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）
（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んで
おります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
４．会計方針に関する事項（6）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

－ 19 －



2023/05/29 15:47:32 / 22946653_株式会社新日本科学_招集通知

連結注記表

当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,379,570

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,982,264

契約資産（期首残高） 645,251

契約資産（期末残高） 1,302,208

契約負債（期首残高） 6,923,638

契約負債（期末残高） 8,035,818

当連結会計年度（千円）

1年以内 17,185,427

1年超2年以内 5,807,595

2年超3年以内 1,097,630

3年超 5,158,208

合計 29,248,862

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は、顧客とのサービス契約について、期末日時点で完了しているが未請求の履行義務の内容
に係る対価に対する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。
　契約負債は、顧客とのサービス契約について期末日時点で完了していない履行義務の対価を顧客から
受け取ったものであります。
　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、5,427,418
千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま
す。
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（企業結合等に関する注記）
株式取得による企業結合

１．企業結合の概要
(1）被取得企業の名称及びその事業の内容
　①被取得企業の名称　　　　㈱イナリサーチ
　②事業の内容　　　　　　　医薬品、医療機器、農業、食品及びその他化学物質等開発のための

　　　　　　　　　　　　安全性試験、薬効薬理試験の受託。空調装置、スクラバー(ガス除去
　　　　　　　　　　　　装置)、飼育器材実験器等・施工・販売等

(2）企業結合を行った主な理由
　顧客となる製薬企業の研究開発が大型化、国際化しつつある中で、当社はバリューチェーンの構築
を通じてグローバルマーケットにおいてクライアントから第一に指名される“ダントツのCRO”となる
ことを目指しております。今回、㈱イナリサーチが完全子会社になることによって、規模のメリット
を享受した売上高の拡大に繋がるとともに、それぞれが強みとして実施する受託試験メニューの実施
ノウハウや新規創薬モダリティ等の受託業務における開発戦略、実験技術、評価手法などのノウハウ
の共有により、対応可能な試験種の増加やサービスの深化に繋げることを目的に実施したものであり
ます。

(3）企業結合日　　　　　　2022年７月20日
(4)  企業結合の法的形式　　現金を対価とした株式取得
(5)  結合後の名称　　　　　変更ございません。
(6)  取得した議決権比率
　　公開買付により取得した議決権比率　　　　　92.35％
　　株式売渡請求により取得した議決権比率　　　  7.65％
　　　　追加取得後の議決権比率　　　　　　　 100.00％
(7)  取得企業を決定するに至った主な根拠
　　当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２．当連結会計年度に係る損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　　2022年7月1日から2023年3月31日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　　現金及び預金　　2,698,744千円

４．主要な取得関連費用の内容および金額
　　　アドバイザリー費用　　70,000千円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1）発生したのれんの金額　　　1,494,825千円
(2)  発生原因
　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力により発生したものであります。
(3)  償却方法及び償却期間　　　20年にわたる定額法

６．受け入れた資産及び引き受けた債務の額並びにその主な内訳
　　　　　流動資産　　　　　3,320,424千円
　　　　　固定資産　　　　　1,579,374千円
　　　　　資産合計　　　　　4,899,798千円
　　　　　流動負債　　　　　2,925,263千円
　　　　　固定負債　　　　　　770,615千円
　　　　　負債合計　　　　　3,695,878千円

７．企業結合が事業年度の開始の日に完了した場合の当事業年度の損益計算書に及ぼす影響の概算額及び
その算出方法

　　　売上高　568,660千円
　　　経常利益    5,526千円
　（概算額の算出方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算出した売上高及び経常利益と取得企業の
連結損益計算書における売上高及び経常利益との差額を影響の概算額としております。また、経常利
益は、企業結合時に認識されたのれんが当事業年度の期首に発生したものとして、影響額を算定して
おります。
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（共通支配下の取引等）
　現物出資による株式取得および増資の引受
１．取引の概要

(1）対象となった企業の名称及びその事業の内容
企業の名称　SNBL U.S.A., Ltd.
事業の内容　CRO事業、その他

(2)  企業結合日
　①現物の出資による株式取得
　　(a)2022年９月 ２日
　　(b)2023年２月28日
　②増資の引受
　　(c)2022年９月 ２日
　　(d)2023年３月28日
(3)  企業結合の法的形式　　現物出資による株式取得および増資の引受
(4)  企業結合後の名称　　　変更ありません。
(5)  その他取引の概要に関する事項

　SNBL U.S.A., Ltd.は非臨床事業等の医薬品開発受託研究のための不動産を貸与しているが、その
不動産を更に有効に活用することや米国での海外事業を強化することを目的に、保有土地の開発を
進め、事業拡大を図るために実施しております。

２．実施した会計処理の概要
　「企業契合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）
に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(a)2022年9月2日
実施分(千円)

(b) 2023年２月28日
実施分(千円) 合計(千円)

取得の対価
現物出資の対象による債権の
額面の増額

1,120,960 11,043,540 12,164,500

現物出資の対象となる債権に
対する貸倒引当金 － － －

取得原価 1,120,960 11,043,540 12,164,500

(c) 2022年9月2日
実施分(千円)

(d)2023年3月28日
実施分(千円) 合計(千円)

取得原価
増資の引受 700,600 914,620 1,615,220

３．子会社株式の追加取得に関する事項
　①現物出資による株式の取得

　②増資の引受

4．非支配株主との取引に係る親会社の持分変動に関する事項
　　該当事項はありません。
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１．１株当たり純資産額 629円60銭

２．１株当たり当期純利益 145円56銭

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 6,060,057
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 6,060,057
普通株式の期中平均株式数（千株） 41,631

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。
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（重要な後発事象に関する注記）
取得による企業結合

当社は2023年４月16日の取締役会において、当社の経鼻投与技術のライセンス先である米国のバイオ
テクノロジー企業であるSatsuma Pharmaceuticals,Inc. (NASDAQ市場) (以下、Satsuma社）の買収
に関する契約締結を決議いたしました。

１．企業結合の内容
（1）被取得企業の名称及び事業の内容

① 被取得企業の名称　　　Satsuma Pharmaceuticals,Inc.
② 事業の内容　　　　　　経鼻偏頭痛治療薬の開発

（2）企業結合を行った主な理由
　Satsuma社は2016年に米国に設立され、2019年9月に米国NASDAQ市場に上場した創薬系ベン
チャーであります。
　同社は当社独自の経鼻投与基盤技術のライセンスを応用した偏頭痛薬STS101の開発を行ってお
り、臨床第３相試験を完了し、2023年3月に米国FDAへ新薬承認申請(NDA)を行っております。
　今回、Satsuma社の買収により、当社はSTS101における全世界を対象とした独占的開発製造販売
権を取得し、当社のトランスレーショナルリサーチ(TR)事業における基盤技術強化のために行ったも
のであります。

（3）企業結合日　　　　　　　　　　2023年6月（予定）
（4）企業結合の法的形式　　　　　　現金を対価とする株式取得
（5）結合後企業の名称　　　　　　　変更ございません。
（6）取得する議決権比率（予定）　　91.6％

　今回の取得前に8.4％(うち間接所有0.7％)を保有しており、今回の取得後の議決権比率は
100.0％）となります。

２．被取得企業の取得原価及び対価、取得関連費用の内容および金額（概算）
（1）被取得企業の取得価額、取得関連費用の内容および金額（概算）

　　Satsuma社普通株式　　　US$30.2百万
　　アドバイザリー費用等　　US＄  1.5百万

（2）条件付対価の内容
　被取得企業の将来の業績の達成水準に応じて条件付き対価を支払うことになっております。

（3）今後の会計処理
　取得対価の追加支払いが発生する場合には、取得時に支払ったものとみなして取得原価を修正し、
のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとしております。

（4）被取得企業の取得原価と取得に至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
　現時点では確定しておりません。
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株主資本等変動計算書

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 9,679,070 33,305 2,270,251 2,303,557

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 9,679,070 33,305 2,270,251 2,303,557

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
自己株式 株主資本合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 91,864 7,190,676 7,282,540 △247 19,264,920

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,497,919 △2,497,919 △2,497,919

当 期 純 利 益 5,024,027 5,024,027 5,024,027

自 己 株 式 の 取 得 △172 △172
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て 249,791 △249,791 － －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 249,791 2,276,316 2,526,108 △172 2,525,935

当 期 末 残 高 341,656 9,466,992 9,808,648 △420 21,790,856

株主資本等変動計算書
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（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 586,879 586,879 19,851,799

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,497,919

当 期 純 利 益 5,024,027

自 己 株 式 の 取 得 △172
剰 余 金 の 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 の 積 立 て －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 1,241,593 1,241,593 1,241,593

当 期 変 動 額 合 計 1,241,593 1,241,593 3,767,529

当 期 末 残 高 1,828,473 1,828,473 23,619,329

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(1) 商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

(2) 原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

(3) 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

(4) 貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

(1) 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。

(2) 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお
ります。

(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

(4) 長期前払費用 均等償却によっております。

個　 別　 注　 記　 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

３．固定資産の減価償却の方法
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個別注記表

４．引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
当社は、下記の５ステップアプローチに基づいて、収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する
(1) CRO事業
受託研究
　主として細胞・実験動物等を用いて医薬品等の化学物質の有効性と安全性を確認する非臨床試験
を受託する非臨床事業を行っており、国内外の製薬企業等を顧客としております。
　主に受託研究試験の役務提供を履行義務として識別しており、原則として、最終報告書が完成し
た時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね３ヶ月以内
に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。
(2) メディポリス事業
宿泊サービス
　人々の健康の実現（Well-being）をメインコンセプトとしたホテル宿泊施設の運営を行ってお
り、国内外からの利用者を顧客としております。
　日々の顧客へのサービス提供を履行義務として識別しており、サービス提供した時点で履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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個別注記表

（会計方針の変更に関する注記）
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来
にわたって適用することといたしました。これにより、投資信託財産が金融商品である投資信託について
は、市場における取引価格が存在せず、かつ、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を
求められるほどの重要な制限がないため、基準価額を時価としております。
　これによる計算書類に与える影響はありません。

－ 31 －
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個別注記表

１．関係会社に対する短期金銭債権 613,030千円
関係会社に対する長期金銭債権 2,596,897千円
関係会社に対する短期金銭債務 322,608千円
関係会社に対する長期金銭債務 667,700千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 14,397,082千円

256,892千円

建物 1,514,084千円
構築物 76,127千円
土地 304,005千円

長期借入金 1,500,000千円

商品及び製品 1,740,282千円
仕掛品 3,580,563千円
原材料及び貯蔵品 254,934千円

売上高 413,965千円
仕入高及び外注費 2,798,320千円
販売費及び一般管理費 509,840千円
営業取引以外の取引高 2,039,669千円

（貸借対照表に関する注記）

３．有形固定資産及び無形固定資産の補助金・奨励金等による圧縮記帳累計額

４．担保に供している資産

担保に係る債務の金額

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

５．棚卸資産の内訳

（損益計算書に関する注記）
関係会社との間の取引

－ 32 －
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個別注記表

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 390 79 － 469

貸倒引当金繰入限度超過額 153,994千円
棚卸資産評価減否認 122,569千円
投資有価証券評価損否認 53,153千円
事業分離における移転利益 587,384千円
関係会社株式評価損否認 3,194,206千円
未払費用否認 274,062千円
減損損失否認 427,582千円
その他 82,091千円
繰延税金資産小計 4,895,044千円
評価性引当額 △4,405,908千円

繰延税金資産合計 489,135千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 1,630千円
その他有価証券評価差額金 606,759千円

繰延税金負債合計 608,390千円
繰延税金負債の純額 119,254千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

（税効果会計に関する注記）
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
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個別注記表

属性 会社等の名称
議 決 権 の
所 有 ( 被
所有)割合

関係内容 取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

連結
子会社

SNBL U.S.A., Ltd.
所有
直接
100％

役員5名
従業員2名 ―

資金の貸付
（注）1 1,080,240 長期貸付

金 ―貸付金の返済
（注）1 383,490

利息の受取
（注）1 237,870 未収入金 ―

増資の引受
（注）2 13,779,720 ― ―

新日本科学
(亜州)有限公司

所有
直接
100％

役員3名 半製品の
仕入

資金の借入
（注）1 262,580 長期借入

金 667,700

利息の支払
（注）1 1,998 未払費用 8,737

SHIN NIPPON
BIOMEDICAL 
LABORATORIES 
(CAMBODIA) 
LIMITED

所有
直接
100％

役員2名
従業員2名

半製品の
仕入

半製品の仕入
（注）3 2,236,865

前渡金 ―

買掛金 ―

㈱イナリサーチ
所有
直接
100％

役員4名
従業員1名 ―

資金の貸付
（注）1 612,824 短期貸付

金 405,799貸付金の返済
（注）1 207,024

㈱新日本科学グループ
所有
直接
100％

役員6名
従業員4名

事務業務
等の委託

資金の貸付
（注）1 8,000 長期貸付

金 320,000
貸付金の返済

（注）1 88,000

ＳＮＢＬアセット
マネジメント㈱

所有
直接
100％

役員２名
従業員２名

不動産の
賃借

資金の貸付
（注）1 2,400 長期貸付

金 604,600貸付金の返済
（注）1 147,800

㈱メディポリス
エナジー

所有
直接
70.5％

役員3名
従業員1名 ― 資金の貸付

（注）1 950,000 長期貸付
金 1,150,000

（関連当事者との取引に関する注記）
　関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．資金の貸付、資金の借入については、市場金利や財政状況等を勘案して双方合意の上、利率を決定してお

ります。なお、担保の被提供はありません。
2．増資の引受には債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ）によるもの12,164,500千円が

含まれております。
3．半製品の仕入については、市場価格を勘案し、決定しております。
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個別注記表

１．１株当たり純資産額 567円33銭

２．１株当たり当期純利益 120円67銭

当期純利益（千円） 5,024,027
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る当期純利益（千円） 5,024,027
普通株式の期中平均株式数（千株） 41,631

（収益認識に関する注記）
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注
記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

（重要な後発事象に関する注記）
連結注記表（重要な後発事象に関する注記）に記載しておりますため、当該箇所での記載は省略して
おります。

－ 35 －


